資料１

　第４期大阪府障がい福祉計画の策定について 

■ 障がい福祉計画と障がい者施策推進協議会・障がい者自立支援協議会

障害者総合支援法第89条第6項（障がい者自立支援協議会の意見聴取）
　　「都道府県は、協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。」
障害者総合支援法第89条第7項（障がい者施策推進協議会の意見聴取）
　　「都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。」

■ 計画期間
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障がい福祉計画
（障害者総合支援法）
第3期障がい福祉計画
第2期障がい福祉計画
第1期障がい福祉計画
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■ 計画策定に向けた今後の予定（案）
国の基本指針の見直しの方向の説明
第4期障がい福祉計画
事務局案の審議
第4期障がい福祉計画
の方向性・概要の審議


自立支援協議会開催
(平成26年3月)

自立支援協議会開催
（平成26年9月～10月）
自立支援協議会開催
（平成27年2月～3月上旬）


第4期障がい福祉
計画の策定
(平成27年3月)

施策推進協議会開催
（平成27年2月～3月上旬）
施策推進協議会開催
（平成26年9月～10月）
施策推進協議会開催
(平成26年3月)






■　国の基本指針見直しの主なポイント

①計画の作成プロセスに関する事項：ＰＤＣＡサイクルの導入
・「成果目標」「活動指標」の見直しと明確化、各年度の中間評価、評価結果の公表等
②個別施策分野①：成果目標に関する事項
　・福祉施設から地域生活への移行促進（継続）
　・精神科病院から地域生活への移行促進（成果目標の変更）
　・地域生活支援拠点等の整備（新規）
　・福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充）
③個別施策分野②：その他
　・障がい児支援体制の整備（新規）
　・計画相談の連携強化、研修、虐待防止　等
■第４期障がい福祉計画の考え方

【ＰＤＣＡサイクルについて】
成果目標：障害福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本指針の中で、基本理念等を踏まえて国全体で達成すべき数値目標（成果目標）を設定。都道府県及び市町村は、基本指針の規定に沿ってそれぞれの成果目標を設定し、少なくとも年に１回はその進捗状況を分析・評価した上で必要な対応を行う。
活動指標：国全体で達成すべき数値目標の形では設定しないが、都道府県・市町村において、基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的考え方、障害福祉サービス提供体制確保に関する成果目標等を達成するために必要なサービス提供量等の見込みを定め、その確保状況の進捗を定期的に（成果目標よりも可能な限り頻回に）分析・評価する（成果目標と合わせて少なくとも１年に１回は行うとともに、より頻回に行うことが望ましい）。

【成果目標の設定について】

	項目
（成果目標）
	第4期計画(国の指針案)
	第3期計画

	
	
	国の指針
	府計画

	施設入所者の地域生活への移行
	地域移行者数
	H25年度末時点の施設入所者の12％以上がH29年度末までに地域生活に移行することを基本として成果目標を設定する。ただし、現在の計画で定めている平成26年度末までの地域生活移行者の割合の実績が目標に満たないと見込まれる場合には、上記の12％に平成26年度末時点で未達成と見込まれる割合を加味して成果目標を設定するものとする。
	H26年度末の数値目標は、H17.10.1時点の施設入所者数の3割以上が地域生活へ移行することを基本とする。
	H17.10月現在の施設入所者(5,945人)の40％(2,378人)

	
	入所者の削減数
	H29年度末時点での施設入所者をH25年度末時点における施設入所者から4％以上削減することを基本として成果目標を設定するものとする。ただし、現在の計画で定めている平成26年度末までの施設入所者削減率の実績が目標に満たないと見込まれる場合には、上記の4％に平成26年度末時点で未達成と見込まれる割合を加味して成果目標を設定するものとする。
	H26年度末の施設入所者数をH17.10.1時点の施設入所者数から、1割以上削減を基本とする。
	H17.10月現在の施設入所者数の20％(1,189人)削減

	入院中の精神障がい者の地域生活への移行
	(新)入院後３ヶ月時点の退院率の上昇
	H29の調査時点（6月30日）までに入院後3ヶ月時点の退院率を64％以上とすることを成果目標とする
	1年未満入院者の平均退院率
	H26年度における1年未満入院者の平均退院率をH20.6.30の調査時点から7％相当分増加させることを指標とする。
	平成20年6月30日調査比で7％相当分(77.8％)増加させる

	
	(新)入院後１年時点の退院率の上昇
	H29の調査時点（6月30日）までに入院後１年時点の退院率を91％以上とすることを成果目標とする。
	入院期間5年以上かつ65歳以上の退院者数
	H26年度における高齢長期退院者数を直近の数から2割増加させることを指標とする。
	直近の状況よりも20％(490名)増加させる

	
	(新)在院期間１年以上の長期在院者数の減少
	H29の6月末時点の長期在院者数を、H24の6月末時点の長期在院者数から18％以上削減することを基本とする。
	
	

	(新)障がい者の地域生活の支援
	障害者の地域生活を支援する機能を持った拠点等について、平成29 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つの拠点等を整備することを障害福祉計画の成果目標として新たに設定する。
	
	

	福祉施設から一般就労への移行
	H24年度の一般就労への移行実績の2倍以上とすることが望ましいものとする。
	H26年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定する。H17年度の一般就労への移行実績の4倍以上とすることが望ましい。
	1,100人（5.4倍）

	就労支援事業の利用者数
	就労移行支援事業
	H29年度末における就労移行支援事業の利用者数をH25年度末の利用者数から6割以上増加させることが望ましいものとする。
	H26年度末における福祉施設の利用者のうち、2割以上の者が就労移行支援事業を利用することを目指す。
	福祉施設利用者の1割

	
	就労継続支援(A型)事業
	
	H26年度末において、就労継続支援事業の利用者のうち3割以上の者が就労継続支援(A型)事業を利用することを目指す。
	就労継続支援事業利用者の1割

	(新)就労移行支援事業所ごとの就労移行率の増加
	H29年度末において、就労移行支援事業所のうち就労移行率が3割以上の事業所を全体の5割以上とすることが望ましいものとする。
	
	

	公共職業安定所経由による福祉施設利用者の就職者数
	＜活動指標として整理＞
	H26年度において、福祉施設から一般就労への移行を希望する全ての者が公共職業安定所の支援を受けて就職できる体制づくりを行う
	一般就労を希望するすべての者

	障がい者の態様に応じた多様な委託訓練事業の受講者数
	＜活動指標として整理＞
	H26年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、必要な者(目安：3割)がその態様に応じた多様な委託訓練を受講することができるよう、その受講者の数値目標を設定する。
	110人（福祉施設からの一般就労者の1割）

	障がい者試行雇用事業の開始者数
	＜活動指標として整理＞
	H26年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、当該事業を活用することが必要な者(目安：5割)が活用できるよう、開始者の数値目標を設定する。
	550人（福祉施設からの一般就労者の5割）

	職場適応援助者による支援の対象者
	＜活動指標として整理＞
	H26年度において、福祉施設から一般就労に移行する者のうち、必要な者(目安：5割)が支援を受けられるよう、その数値目標を設定する。
	550人（福祉施設からの一般就労者の5割）

	障がい者就業・生活支援センター事業
	支援対象者
	＜活動指標として整理＞
	H26年度において、福祉施設から一般就労に移行する全ての者が、支援を受けられるようにすることを目指す。
	1,100人（福祉施設からの全ての一般就労者）

	
	設置数
	　
	全ての圏域に１カ所ずつ設置することを目指す。
	18か所（全ての圏域で１カ所ずつ設置）


(*)障がい児入所施設への入所者のうち18歳以上になっている者については、次期計画においては、従前のとおり施設入所者の算定の対象外とする。


	項目
	第4期計画(国の指針案)
	第3期計画

	
	
	国の指針
	府計画

	就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃の平均額
	現時点では未定
	就労継続支援（Ｂ型）の利用者数及び見込量の設定にあたっては、工賃の平均額についての目標水準の設定が望ましい。
	12,300円（平成22年度実績の30％増）



[bookmark: _GoBack]【障がい児支援について】
過去の基本指針では、児童福祉法に基づく障がい児支援への言及は限られていたが、今後、子育て支援全体に関して子ども・子育て支援法に基づく都道府県・市町村の計画が作成され、その中で障がい児支援について言及されること等も踏まえ、今回の基本指針では、障がい児支援についても言及するとともに、利用児童数の見込み等を定めることとなっている。
＜障がい児支援の基盤整備を進める上で重視すべき事項＞
・児童発達支援センター及び障がい児入所施設を中核とした地域支援体制の整備
・子育て支援に係る施策との連携
・教育との連携
・特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備
・障がい児通所支援・入所支援の一体的な方針策定








【計画相談の連携強化、研修、虐待防止について】
　過去の基本指針では、平成27年度に向けたサービス等利用計画の作成数の増加に向けた体制の拡充について中心に言及されてきたが、今回の基本指針は平成27年度以降を期間とすることから、内容の充実に向けて、関係者のネットワークの強化等を中心とした内容となっている。
＜計画相談の連携強化に関する新たな記述のポイント＞ント＞
・サービス等利用計画について、まずは支給決定に先立ち必ず作成される体制の維持が重要
・利用者の生活状況を定期的に確認し、必要に応じた見直しを実施
・人材育成や専門的指導・助言、相談支援事業所の充実のための施策の確保とともに、取組を効果的に進めるにあたり、基幹相談支援センターや協議会を有効に活用
・サービス等利用計画の作成やその後のサービス等利用計画の実施状況の把握を通じて、地域移行に係るニーズが顕在化することを勘案し、計画的な地域移行支援の提供体制の充実を図ることが重要
・現に地域生活を送っている障がい者がそのまま住み慣れた地域で生活できるようにするため、地域定着支援の提供体制の充実を図っていくことが重要
・協議会では、関係者の有機的な連携の下で地域の課題の改善に取り組むとともに部会の開催等を通じた活性化や専門機関との連携の確保を進めることが重要











また、都道府県障がい福祉計画の作成に関する事項の中で、サービスの質の向上のため講ずる措置が記載されている（研修、第三者評価、障害者虐待防止）が、このうち研修及び障がい者虐待防止について、新たな記述がなされることとなっている。
＜研修及び虐待防止に関する新たな記述のポイント＞
研修
・施設職員や居宅介護職員等に対し、強度行動障害支援者養成研修を実施
・精神障害者や罪を犯した障害者等の専門分野別の研修等地域の実情に応じた研修に取り組むことが望ましい
虐待防止
・権利擁護の取組として、障害者への成年後見制度の利用支援や後見等の業務を適正に行うことができる人材育成・活用の研修を行い、成年後見制度の利用を促進

